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1. はじめに

国土地理院では，近年の測位技術の進展と携帯端末等による位置情報利用の普及を背景に，国土地

理院技術協議会基準点体系分科会（IV）において，従来の基準点体系に加え新たな位置情報基盤とし

て位置情報点と場所情報コードの概念を提唱した．その後，平成22年度から平成23年度末（一部研究

は平成24年度も実施）まで産学官による共同研究を実施し，場所情報コード発行・管理システム及び

場所情報コード閲覧システムを構築するとともに，位置情報基盤整備のためのガイドラインを作成し

た．これにより，場所情報コードを利用する環境が整ったことか

ら，場所情報コードを実際の位置情報サービスに適用し，その利

便性を検証するため，平成25年9月から平成29年3月まで産学官に

よる「場所情報コードの位置情報サービスへの応用に関する共同

研究」を実施した．

第4年次となる平成28年度は3企業（図-1）の参加による共同研

究となった．

2. 研究内容及び得られた成果

2.1 場所情報コードの公物管理への応用に関する研究

2.1.1 ICタグ付きマンホールの実用に向けて

マンホールの蓋に場所情報コードを書き込んだ IC タグ

（UHF 帯）を埋め込み，専用端末により場所情報コードや水道

施設の管理に必要な情報を読み込むことにより，従来方式より

利便性の高い公物管理に応用できることを確認した．また，IC

タグ付きマンホールが設置されている現地において，タブレッ

ト端末を利用した「場所情報コード申請システム」による場所

情報コード発行申請及び取得したコードの IC タグへの書き込

みと既存の公物管理 GIS への反映までの実証により，実利用に

向けた検証を行った．

2.2 「場所情報コード申請システム」の開発・公開

2.2.1 場所情報コード登録・修正 API の開発

平成 26 年度より，場所情報コードの管理，発行・修正申請，閲覧を連続的に可能とする仕組みとし

て，場所情報コード閲覧システム及び場所情報コード管理システムの開発・改良を進めてきた．
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図-1 共同研究参加企業

図-2 共同研究による場所情報コード 

発行申請登録の現地実証 

-22-



 

 

現行のシステムにおいては，管理者が発行・修正作業を手動で実施する方式となっており，ユーザ

が申請してから情報を閲覧できるまでに一定の時間を要する状況であった．このことは，共同研究に

おける実証においても，現地でのスムーズな場所情報コードの取得とタグへの書き込み作業を行う上

で，作業効率に影響を及ぼすことから，場所情報コード普及の障壁のひとつとして指摘されていた．

このため，申請を受け付けると即座に場所情報コードを発行し，申請者へ回答する WebAPI を構築す

るとともに，それを既存のシステムに導入できるよう改修を行った．なお，本 API は，情報流通連携

基盤システム外部仕様書に基づくいわゆる RESTful API であり，HTTP メソッドを利用し，場所情報

コードの発行・修正申請手続きを行うことができるものである． 

2.2.2 パブリックタグ即時登録申請サンプルサイトの開発 

パブリックタグ即時登録申請サンプルサイトとは，場所情報コード登録・修正 API と連携し，パブ

リックタグ（位置特定に利用可能なタグのうち，位置や属性情報がデータベースに登録され，それら

の情報を検索，取得，利用可能な状態にあるもの．データベース管理には場所情報コードを使用する．）

及び場所情報コードの登録・発行・情報修正を即時かつ簡便に行えるよう申請フォーム等を提供する

Web サイトである．サンプルと銘打っているのは，API の活用を推進するため，その利用例を雛形と

して示すことを意図している．2.1.1 による実証実験での知見を参考に本サイトの開発を行った． 

本サイトは，パソコン及びスマートフォン，タブレット端末から利用されることを想定して作成し

ている．申請に必要な緯度，経

度の入力は，地理院地図上での

指定や住所によるジオコーデ

ィングによる取得にも対応し

ている．一般の人が利用するこ

とを意識しシンプルでわかり

やすいデザインを基本とし，申

請情報入力の効率化を図るた

めに可能な限りプルダウンメ

ニュ－や確認ボタンによる対

応を図った． 

 

3. 結論 

平成 28 年度は，場所情報コードの公物管理等での実利用に向けての課題を抽出し，場所情報コー

ド閲覧システム等の開発・改良を進めてきた．実証実験とシステム改良により，場所情報コードの現

地における簡易な即時発行という課題は解決することができた．今後は，位置情報サービスに関する

ニーズを把握した上で，場所情報コード及び登録 API 等のツールを活用した公物管理等の事例を分か

りやすく提示していくことで実利用の促進を図りたい．また，これらの研究開発成果と課題について

は「3 次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適な社会実現のための技術開発（国土交通省総合

技術開発プロジェクト）」において引き続き検討を進める． 

 

参考文献 

国土地理院技術協議会基準点体系分科会（IV）（2010）：国土地理院技術協議会基準点体系分科会（IV）

報告． 

図-3 登録申請 API・パブリックタグ即時登録サンプルサイトのイメージ 
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電子基準点データによる水準点の標高変動補正の検証 
 

         

実施期間 平成 28 年度 

測地部測地基準課 山下 達也 

 

1. はじめに 

これまで高さの基準である水準点の標高成果は，現況に適合しない場合に測量成果を修正すると定

めた測量法第 31 条に基づき，全国を繰り返し測量し，そのデータを基に網平均計算と呼ばれる統計的

な処理を行うことで改定してきた．しかし，近年各府省の予算は減少傾向にあり，それに伴い水準測

量の年間観測距離も減少し，全国を測るのに 10 年以上かかる状況となっている．使用するデータの観

測時期の違いが大きくなると，地殻変動の影響により，実際とは乖離した標高を算出することになる．  

現在，国土地理院では 1,300 点以上の電子基準点からなる GNSS 連続観測システム（以下「GEONET」

という．）の運用を行っている．GEONET の特長として，（1）観測点が空間一様に存在すること，（2）

リアルタイム観測が可能であることが挙げられる．そこでこれらの特長に着目し，GEONET を利用し

て標高変動を補正することで，標高の乖離を低減できるかについての検証を行った．本稿では，検証

手法とその結果について報告する． 

 

2. 手法 

本検証では，GEONET の運用が始まった平成 8 年度以降に 2 度水準測量を行った地域において，水

準測量の新しい観測で得られた標高と，GEONET を利用して水準測量の古い観測を補正することで得

られた標高を比較した．本検証の対象地域は函館・江差（平成 15～16 年，26 年に水準測量実施），房

総（平成 12 年，22 年に測量実施），伊豆（平成 12 年，21 年に測量実施）の 3 地域である． 

GEONET を利用した標高算出の手順は以下のとおりである． 

（1） 電子基準点の時系列データに対してフィッティングを行い，フィッティング曲線から水準測量

の古い観測日と新しい観測日の間の標高変動量を得る．なお，地震の影響がない期間は線形関

数で，また地震の影響を受けた期間は対数関数（Marone et al., 1991）でフィッティングを行う．  

（2） クリギング法による空間補間手法を適用し，水準測量の古い観測日ごとに標高変動のグリッド

データを作成する． 

（3） バイリニア法による空間補間手法を適用し，手順（2）で作成したグリッドデータから各水準

点での標高変動量を推定し，観測比高を補正する． 

（4） 補正した観測比高を用いて網平均計算を実施し，標高を算出する． 

 

3. 得られた成果 

3.1 函館・江差地域 

水準測量によって得られた平成 15～16 年と平成 26 年の間の標高変動量を算出したところ，当該地

域では約 10 年間で 5cm 程度の上下変動が見られた（図-1 左）．それ以外にも点固有の局所的な変動が

3，4 箇所確認できる（図-1 左の丸で囲んだ点）．また GEONET による標高変動補正量については，こ

ちらも 10 年間で約 5cm の上下変動が見られた（図-1 右）．ただし，標高変動補正量では図-1 左で見ら

れた点固有の局所的な変動は表現されておらず，比較的波長の長いなだらかな空間分布となっている． 

推定された補正量が実際の標高変動量と整合的かを確認するために図-1 の左右の差をとった結果，
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上で述べた点固有の変動を示す水準点において 5cm に近い較差が見られた（図-2）．このことから，電

子基準点の点間距離より短波長の標高変動を補正できないことが分かる．また較差のばらつきを評価

するために平均，標準偏差を算出したところ，各々0.10 cm，0.93 cm となった．このことは，函館・江

差のように標高変動が比較的なだらかな地域では，平均的に±1cm 程度の誤差で水準測量と整合した

標高を算出できることを示している． 

3.2 房総地域 

房総地域において，水準測量によって得られた標高変動量と GEONET による標高変動補正量の代

表値はともにおおむね 1cm 程度であった（図-3）．しかし水準測量による変動量と補正量の差をとる

と，較差が変動量よりも大きくなっている地域も見られる（図-4）．実際，水準測量の変動量と較差の

標準偏差は各々0.71 cm，0.77 cm であり，補正はうまくいっていない．その要因として，電子基準点

間距離より短波長の標高変動を補正できないことと，電子基準点データに含まれる誤差は 1cm 程度で

あり（Munekane and Boehm, 2010），それよりも小さい振幅の変動を表現できないことが考えられる． 

3.3 伊豆地域 

 伊豆地域において，水準測量によって得られた標高変動量と GEONET による標高変動補正量の代

表値はともにおおむね 5cm 程度であった（図-5）．しかし水準測量による変動量と補正量の差をとる

と，電子基準点「函南」の周辺で較差と変動量がほぼ等しくなっている（図-6）．これは「函南」の平

成 15 年以前のデータに大きなばらつきがあることによる．平成 15 年には電子基準点のアンテナ一斉

交換が実施され，その後のデータのばらつきが軽減されている（湯通堂ほか，2005）．伊豆地域ではア

ンテナ交換後の平成 15 年，23 年にも水準測量が行われており，この期間における水準測量の変動量

と較差の標準偏差を算出すると 0.64 cm となり，平成 12 年，21 年の間の標準偏差に比べて 25%程度

改善した．以上のように，補正の良し悪しは電子基準点データの質に強く依存することが分かる． 

 

4. 結論 

水準測量で得られた標高変動量と，GEONET を利用して得られた標高変動補正量を比較したところ，

以下のことが分かった． 

・変動のなだらかな地域では，おおむね 1cm 程度の誤差で水準測量と整合した結果が得られる． 

 ・ただし，電子基準点間距離よりも短波長の変動を補正することはできない． 

 ・補正の良し悪しは，電子基準点データの質と量に強く依存する． 

電子基準点間距離より短波長の変動を表現できないという本手法の短所を相補するため，今後は短

波長の変動検出を得意とする干渉 SAR のデータを組み合わせた補正手法についての検証を進めてい

く予定である． 

 

参考文献 

MARONE, C.J., C.H. SCHOLTZ, and R. BILHAM (1991): On the mechanics of earthquake afterslip, Journal 

of Geophysical Research, 96, 8441–8452. 

MUNEKANE, H, and J. BOEHM (2010): Numerical simulation of troposphere-induced errors in GPS-derived 

geodetic time series over Japan, Journal of Geodesy, 84, 405-417. 

湯通堂亨，岩田昭雄，雨貝知美，小島秀基，矢萩智裕，宮原伐折羅，畑中雄樹（2005）：電子基準点の

高さについて，国土地理院時報，106，21-30． 
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図-1 函館・江差地域の（左）水準測量で得られた標高変動量と（右）GEONET による標高変動補正量 

 

 

図-2 函館・江差地域の水準測量で得られた標高変動量と，GEONET による標高変動補正量との差 

 

 

図-3 房総地域の（左）水準測量で得られた標高変動量と（右）GEONET による標高変動補正量 
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図-4 房総地域の水準測量で得られた標高変動量と，GEONET による標高変動補正量との差 

 

 

図-5 伊豆地域の（左）水準測量で得られた標高変動量と（右）GEONET による標高変動補正量 

 

 
図-6 伊豆地域の水準測量で得られた標高変動量と，GEONET による標高変動補正量との差 
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水準測量の精度向上の研究 
 

         

実施期間 平成 28 年度～ 

測地部測地基準課 大森 伸哉  植田 勲 

黒田 次郎  大滝 修 

 

1. はじめに 

 水準測量は，観測方法こそ変わらないが，測量技術の進歩や観測機器の発展により以前と比較して

精度が向上した．一方で，レベルに電子レベルが導入されると，観測の往復差が正となるケースが多

く見られるようになった（大滝，2013）．この要因としてフライング測定（前視側の標尺が安定しない

状態で後視の測定を開始すること）による誤差（大滝，2013）やコンペンセータのヒステリシス特性

による誤差（澤田，2016）などが考えられている．往復差が正となる観測が累積されると，長距離の

平均計算時に影響を及ぼすことになる．この傾向を解消するため，平成 28 年度より 1)試行的に水準

点間の往復差の制限を厳しくする（2.5√S mm→2.3√S mm）．2) 1 測点当たりの観測時間を 2 分以上に

すると定める．3)水準速報で往復差の累積状況を確認する．といった対策を講じているところである．

本件ではこれらの対策と並行して，これまでに蓄積された水準測量の観測データから往復差が正に偏

る要因について調査する． 

 

2. 研究内容 

水準測量を行う際は 8 点を目安に固定点を設置しているが，観測成果表では比高や気温について水

準点間の観測の合計を記しており，往観測と復観測の気温差といった測量の詳細な情報を成果表から

抽出することは難しい．一方で，観測手簿には成果表に記載する観測距離や比高，気温以外にも天候

や観測時間などが記録されている．そこで観測手簿より「観測距離」，「測点数」，「比高」，「気温」，「観

測時間」といった情報を固定点間の観測単位で抽出する．抽出した情報を基に往復差が正になる条件

を調査することで，誤差要因について現在考えられている原因の検証や未知の要因の発見が見込まれ

る． 

今回は，観測時間や観測時期の違いによる影響を調査するために，定期観測を行っており比高の大

きい鎖部が少ない御前崎地区精密基盤傾動測量を対象とした．平成 25～27 年度に実施した測量のう

ち，夏季（6，7 月）と冬季（1 月）に実施した計 6 回分の観測手簿について整理した．測量に使用し

た電子レベルと標尺の組み合わせは各測量において同一である．また，各測量で抽出した固定点単位

のデータ数は 1 回の測量当たり 179 点である． 

 

3. 得られた成果 

 表-1 は固定点間の 1 点当たりの平均観測時間と往復差の関係

である．往復差が正に偏る要因がフライング測定による場合，

観測時間が短くなるにつれて往復差が正の割合も増加すると考

えられる．しかし，1 点当たりの観測時間が変動しても正の往復

差が生じる割合はほとんど変化がなく，フライング測定が誤差

要因であると読み取ることは難しい．ただし，この路線全体で

比高が小さいことも要因かもしれない． 

表-1 1 点当たりの平均観測時間 

における往復差が正の割合 

平均観測時間 往復差が正 

~2 分 66.7% 

2~2.5 分 70.6% 

2.5~3 分 68.4% 

3~3.5 分 71.7% 

3.5 分~ 67.5% 
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 図-1 は夏季観測と冬季観測それぞれ

の往復差の分布である．夏季観測では

往復差の分布が明らかに正に偏ってい

るのに対し，冬季観測はそこまでの偏

りが見られない．夏季と冬季の大きな

違いとして気温が挙げられ，気温が高

いと往復差が正になりやすい傾向がう

かがえる． 

 図-2 及び表-2 は測量中の天候と往復

差の関係である．往観測と復観測どち

らか一方でも晴れていた場合（以下

「晴」という．）とどちらも天候が曇も

しくは雨だった場合（以下「曇」とい

う．）で分類している．図-2 を見ると往

復差が正になる割合は天候に関係な

く高いが，天候が晴の時は往復差が大

きくなる割合が高い．この傾向は他の

時期の測量でも見られ，表-2 を見ると

天候が晴と曇で往復差の平均が 0.1 

mm を超える場合もあることがうかが

える．晴と曇の違いとして直射日光の

有無が挙げられ，澤田（2016）で提唱

されている直射日光による水準測量

用三脚の変形に起因する三脚天板の

時間的な傾斜変化を支持する結果と

いえる． 

 

4. まとめ 

 水準測量の精度向上のために過去の観測データを整

理し，誤差要因について調査した．平成 25～27 年度に

実施された御前崎地区精密基盤傾動測量 6 回分の観測

手簿を固定点単位で整理し，観測時間，観測時期及び天

候と往復差の関係を検証した．結果として夏に実施し

た測量や観測中に晴れている測量では往復差が正になりやすい傾向が確認できた． 

平成 28 年度から澤田（2016）を受けて御前崎地区精密基盤傾動測量で三脚に直射日光遮蔽材を取り

付けて実施している．今後はその効果について検証していく．また，正の往復差の累積が見られない

地区について同様に整理し，正の往復差が生じにくい条件について調査する予定である． 

 

参考文献 

大滝三夫（2013）：平成 23 年度高精度三次元測量の解析結果，技術報告書． 

澤田正典（2016）：御前崎地区精密基盤傾動測量成果における年周変動の原因調査，技術報告書． 

 
図-1 観測時期の違いによる往復差の分布 
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図-2 観測中の天候の違いによる往復差の分布 
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表-2 観測中の天候の違いによる往復差の平均 

測量時期 晴 曇 

平成 25 年 6 月 0.26mm 0.10mm 

平成 26 年 1 月 0.09mm 0.17mm 

平成 26 年 6 月 0.30mm 0.24mm 

平成 27 年 1 月 0.21mm 0.06mm 

平成 27 年 7 月 0.26mm 0.19mm 

平成 28 年 1 月 0.10mm 0.03mm 
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地磁気時空間モデルを用いた磁気図作成とその公開についての検討 
 
 
実施期間 平成 28 年度 

測地部物理測地課 

 

髙橋 伸也  菅原 安宏 

松尾 健一  矢萩 智裕 

 

1. はじめに 

物理測地課では，日本全国の地磁気の地理的分布を表した「磁気図」を作成しており，1970 年から

2010 年まで 10 年ごとに図を整備してきた．前回の「磁気図 2010.0 年値」公表以降，連続観測データ

を活用した主成分分析による新たな地磁気変化モデル作成手法の開発（阿部ほか，2015a）や磁場分布

を表現するのに最適なグリッド化手法の検討（阿部ほか，2015b）を行い，更新間隔も 5 年に短縮する

こととし，平成 28 年 12 月 1 日に最新版となる「磁気図 2015.0 年値」を整備した．また，航空局に対

しニーズ調査を行い，安全航行のために空港ごとに設定されている偏角値への貢献が可能か検討した． 

 

2. 研究内容 

2.1 磁気図作成手法 

磁気図 2015.0 年値は，①地磁気時空間モデルの作成，②グリッドデータの作成，③磁気図の描画の

3 ステップで作成した．詳細は，阿部ほか（2015a，b）による． 

磁気図作成に使用した観測点等を図-1 に示す．①の地磁気時空間モデルの作成には分類 A・C の観

測データを使用した．1999 年 1 月 1 日から 2015 年 12 月 31 日までの連続観測データを使用し，地磁

気活動度等を考慮せず，全てのデータに対して一律に 0 時から 23 時までの毎時平均値から日平均値

を計算した．それらのデータについて，主成分分析（NOC 法）を X，Y，Z 三成分独立に行い，得ら

れた時間関数・空間関数の寄与率，空間関数のフィッティングの程度から，X 成分は第三主成分まで，

Y 成分は第二主成分まで，Z 成分は第二主成分までを採用した．②のグリッドデータの作成では，分

類 A・B は連続観測データ，分類 C・D は地磁気時空間モデル，分類 E は国際標準地球磁場（IGRF-

12）から算出した 2015.0 年値を入力値として，グリーン関数スプライン法（条件：正則化，tension:0.02）

により，経度緯度 3 分間隔のグリッドデータを作成した．②，③の処理には，The Generic Mapping Tools

（GMT：Wessel et al., 2013）を使用した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 磁気図 2015.0 年値の作成に使用した観測点等の配点図（左）と凡例（右） 

分 

類  
種 別  データ概要  

表

示  

A 
測地観測所  

地磁気観測所  
連続観測点  

国土地理院（３点）  
気 象 庁（３点）  
国土地理院（８点）  

▲  
▼  
◆  

B 連続観測点  国土地理院（２点）  ◇  

C 一等磁気点  礼 文 島（１点）  ■  

D 
一等磁気点  
二等磁気点  

礼文島以外全点（97 点） 
  全  点 （772 点）  

□  
● 

E 海 上 点  経度緯度２度間隔の点  ○  

-30-



2.2 安全航行に資する偏角情報の提供可能性の検討 

 飛行機の安全航行のため，航空局では空港ごとの偏角値を設定している．この情報に国土地理院の

偏角値を提供できるか調査するため，同局における偏角値の利用方法や必要精度について調査を行っ

た． 

 

3. 得られた成果 

3.1 地磁気時空間モデルの内部評価及び外部評価の結果 

 作成したモデルについて，阿部ほか（2015a）と同様の手法で精度評価を行った（表-1）．内部評価

の結果から，モデルが実測値を平均二乗誤差（RMSE）で 3nT 程度で再現できていることが分かる．

また，外部評価の結果から，モデル自体の精度が 5nT 程度であることが確かめられた． 

 

表-1 内部評価及び外部評価の結果として得られた成分ごとの RMSE 

    RMSE 

観測点 

内部評価 外部評価（LOOCV） 

X [nT] Y [nT] Z [nT] X [nT] Y [nT] Z [nT] 

全点平均 3.01 3.16 3.25 4.05 4.15 4.76 

 

3.2 グリッド化手法の内部評価及び外部評価の結果 

グリッド化手法の違いによるモデルの再現性について，阿部ほか（2015b）と同様の手法で精度評価

を行った（表-2）．外部評価については手法の違いによる有意な差は見られず，モデル自体の精度はほ

ぼ同等と判断されるが，内部評価の結果では，従来の surface スプライン法と比較して磁気図 2015.0

年値で採用したグリーン関数スプライン法で RMSE が 3 倍程度改善されており，より適切に入力値を

再現できていると言える．なお，外部評価の結果は，スプライン法に関わらず周囲のデータから妥当

なモデル値を推定することが難しいことを示しており，日本の磁場分布が，磁気点の平均点間距離 20

～30km よりも短い空間波長の特徴を持つことを示唆している． 

 

表-2 内部評価の結果として得られた各スプライン法の RMSE 

スプライン法 評価手法 D [分] I [分] H [nT] Z [nT] F [nT] 

グリーン関数スプライン法 

（正則化，tension:0.02） 

内部評価 0.74 0.77 7.00 14.54 11.89 

外部評価 17.63 15.65 180.80 276.10 246.15 

surface スプライン法 
内部評価 2.13 1.90 21.58 34.35 30.52 

外部評価 16.92 14.50 172.33 259.31 234.16 

 

3.3 航空局へのニーズ調査の結果及び対応方針の検討 

ニーズ調査の結果判明した航空局における偏角値の利用状況を表-3 に整理する．同局の用途では，

各空港における翌年 10 月 1 日時点の偏角値が必要なため，現在はアメリカ海洋大気庁（NOAA）が作

成する World Magnetic Model（WMM）による予測値を採用している．現在の国土地理院の地磁気時空

間モデルでは，連続観測データを計算に使用した期間内の確定値しか計算できないため，同局の用途

に貢献するには，予測値を計算する仕組みが必要となることが分かった． 
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表-3 航空局における偏角値の利用状況 

 

 

 

 

 

 

表-4 は，国内の一部空港について，①WMM で計算した偏角値（予測値）と，②国土地理院の地磁

気時空間モデルで計算した偏角値（確定値）の，2010.0 年値から 2015.0 年値までの 5 年変化量の比較

である．なお，空港の座標は地理院地図上での読み取り値である．計算した全ての空港において，②

の変化量は①に比べて 2 倍以上も大きくなっている．これは，図-2 の各観測所における偏角値の時間

変化からも分かるとおり，2000～2010 年にかけて偏角値の変化が停滞している時期があったため，

WMM では 2010 年以降もこの傾向を受けて変化が小さく見積もられたためと考えられる．図-2 から，

実際には 2010 年以降偏角値は増加傾向にあるため，予測値と確定値には大きな乖離が発生している． 

 

表-4 空港別偏角値の 5 年変化量 

空港名 
緯度

（°） 

経度

（°） 

5 年変化量（°） 

［ 2010.0 年値 ～ 2015.0 年値 ］  

①WMM2010 

（予測値） 

②地理院モデル 

（確定値） 

稚内空港 45.4043 141.8015 - 0.02 0.11 

釧路空港 43.0443 144.191 0.00 0.14 

新千歳空港  42.7819 141.6906 0.02 0.16 

函館空港 41.771 140.8212 0.02 0.17 

青森空港 40.7363 140.6897 0.05 0.20 

仙台空港 38.1384 140.9172 0.07 0.23 

新潟空港 37.9558 139.1144 0.07 0.24 

富山空港 36.6492 137.1873 0.10 0.27 

成田国際空港 35.7663 140.3787 0.09 0.25 

東京国際空港 35.5525 139.7793 0.08 0.26 

中部国際空港 34.8657 136.8088 0.12 0.28 

大阪国際空港 34.7883 135.4355 0.12 0.29 

関西国際空港 34.4256 135.2402 0.12 0.29 

広島空港 34.4377 132.9178 0.14 0.31 

高知空港 33.5466 133.6718 0.13 0.31 

福岡空港 33.5871 130.4507 0.15 0.34 

大分空港 33.4836 131.7366 0.15 0.33 

鹿児島空港  31.8078 130.7176 0.15 0.35 

主な用途 飛行機の安全航行に係る空港ごとの偏角値の設定 

更新頻度 新規または 5 年以内または施設の更新があった場合 

使用する 

地磁気値 

World Magnetic Model(WMM)による，翌年 10 月 1 日の偏角（予測値） 

※NOAA の計算サイトで 1 点ごと計算 

必要精度 書類上は 0.1 度単位，設計上は 0.0001 度単位まで使用 
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那覇空港 26.1975 127.6468 0.19 0.38 

このように，地磁気は時空間的に変化するため，将来の値を正確に予測することは困難である． 

WMM のような国際磁場モデルでは，モデルを 5 年ごとに更新し，更新年度以降 5 年間の予測値を提

供しているが，時間変化のパターンが変われば時間の経過に伴い予測精度は低下する．日本国内には

地磁気の連続観測を行う施設が多数存在するため，国際磁場モデルの 5 年よりも短い周期で地磁気時

空間モデルを更新することも原理的には可能である．モデルを更新した時点を基準日として予測値も

計算できるよう地磁気時空間モデルを改良できれば，予測の起点が国際磁場モデルよりも新しくなる

ため，予測値の信頼性が高まり，正確で安全な航空情報の整備に資すると期待される． 

 

 

図-2 各観測所における偏角値（年平均値）の変化 

 

4. 結論 

平成 28 年 12 月 1 日に，最新版の磁気図となる磁気図 2015.0 年値を公表した．地磁気時空間モデル

やグリッド化手法を改良したことにより，更新間隔を 10 年から 5 年に短縮するとともに，より信頼

性の高い図を作成することが可能となった． 

航空局へのニーズ調査では，偏角の予測値への需要を把握することができた．予測値が計算できる

よう地磁気時空間モデルを改良することで，より正確で安全な航空情報の整備に貢献できる可能性が

ある．そのためには，現状よりも短い周期で地磁気時空間モデルを更新する必要があるとともに，一

連の作業体制を見直し，より効率的なデータ編集等の仕組みについて検討が必要である． 

 

参考文献 

阿部聡，宮原伐折羅（2015a）：主成分分析を用いた日本周辺の地磁気変化モデルの開発，国土地理院

時報，127，129-152． 

阿部聡，宮原伐折羅（2015b）：日本の磁気図作成における地磁気値の空間補間手法の検証，国土地理
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院時報，127，153-169． 

Wessel, P., W. H. F. Smith, R. Scharroo, J. F. Luis, and F. Wobbe (2013): Improved version of Generic Mapping 

Tools released, EOS Trans. Am. Geophys. Union, 94, 409-410. 
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重力基準網の更なる高度化と基盤データの有効活用に関する調査 
 

 

実施期間 平成 28 年度～平成 30 年度 

測地部物理測地課 吉田 賢司  加藤 知瑛 

平岡 喜文  矢萩 智裕 

 

1. はじめに 

国土地理院は，全国に等しく正確な重力の基準を与えるため，陸上の重力測定を 1950 年代から継続

して行ってきた．最新の重力基準は，平成 29 年 3 月 15 日に公開した「日本重力基準網 2016（JGSN2016）」

で，質量，圧力などの計量分野の国家標準の検定，地下構造探査のための重力測定の基準など，社会

及び科学で広く活用される重力値を提供している． 

JGSN2016 は，基準重力点 32 点及び一等重力点等（併用点である水準点及び電子基準点付属標を含

む）231 点から構成されるが，約 14,000 点の二等重力点及び他機関を含む国内 24 万点を越える地上

重力データは，依然として過去の日本重力基準網 1975（JGSN75）（国土地理院，1976）に準拠したま

ま残る．異なる基準系の重力データが混在することはユーザの混乱を招くことから，これを解消する

ため JGSN75 の重力値を JGSN2016 に整合させる変換パラメータの開発を地理地殻活動研究センター

宇宙測地研究室（以下「宇宙研」という．）と共同で行っている．物理測地課では，変換に必要な日本

全国の重力データを整備するとともに，宇宙研において開発中の変換パラメータを用いて，二等重力

点 の 重 力 値 を 更 新 し ， 平 成 30 年 度 を 目 途 に 重 力 値 推 定 計 算 サ ー ビ ス

（http://vldb.gsi.go.jp/sokuchi/gravity/calc/gravity.pl）の基盤データを JGSN2016 に整合させる予定であ

る．また，新たな標高体系の基盤となる精密重力ジオイド・モデルの構築に有効に活用できるよう重

力データを管理していく． 

平成 28 年度は主に西日本の重力値を測定し，既に取得された分と合わせてほぼ全国をカバーする重

力データが整備された．本稿では，重力データ整備に係る概要，現状及び今後の方針並びに変換パラ

メータの開発状況を報告する．  

 

2. 重力データの整備 

2.1 概要と現状 

JGSN75 構築時に骨格となった一等重力点の JGSN2016 の重力値を基準として，最寄りの二等重力点

（主に水準点）に対して相対重力測定を行い，JGSN2016 に整合した重力値を付与した．これにより，

二等重力点において両基準系に基づく重力値が直接比較可能となる．新旧重力値比較のための測定対

象となる二等重力点は，JGSN75 構築以降に移設，改埋等の重力値に影響を与える人工的な外的要因

が存在しない点のみであり，現存するものは極めて少数である．地殻変動等による経時変化の影響を

極力排除するためには，可能な限り短期間に有効な重力データを整備する必要がある．そのため，

JGSN2016 構築のための測定に合わせて，変換パラメータ作成のために別途試行的に測定していた平

成 26 年度以前の重力データを活用するとともに，平成 27 年度及び平成 28 年度は日本全国で本格的に

新たに測定を行い，ほぼ全国の重力データを整備した（図-1）． 

2.2 測定及び計算方法 

 JGSN2016 の重力値を有する一等重力点等を起点として，二等重力点に対して相対重力測定を実施
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した．測定にはラコスト G 型重力計（G-83，G-118，G-554）及びシントレックス重力計（No.300200022）

の中から比較的安定的に測定可能な 3 台を用いた．測定は 1 測点あたり 1 台に付き 3 回読定し，最大

値と最小値の差が 10μGal 以内であればその 3 組の平均値を採用し，10μGal を超える場合は，それを

超えないデータが 3 組得られるまで再測定を繰り返し，その平均値を採用した．重力値の計算は，測

定した重力差を観測値として，未知数である測点の重力値を最小二乗法により推定した．計算に用い

たスケールファクタ，ドリフト及び周期誤差に JGSN2016 で決定した値を使用するとともに，器械高，

固体・海洋潮汐，気圧の補正方法及び測定値に対する重量にも JGSN2016 で採用した方法を用いるこ

とで，JGSN2016 に整合した最終的な重力値を算出した． 

 

    

図-1 データ整備の状況（配点図） 

 

2.3 結果 

 これまでの測定より，両基準系に基づく重力値を有する二

等重力点は日本全国で 170 点となった．その重力値の差を図

-2 に示す．日本全体で重力差が負に偏る（矢印下向き：重力

値が小さくなる）傾向が見られ，平均値は−0.034mGal．正の

最大値は岩手下閉伊郡山田町の一等水準点「 6871」で

+0.147mGal，負の最大値は静岡県菊川市の二等水準点「2600」

で−0.238mGal である．この差には，約 40 年間の地殻変動等

に伴う物理的な重力値の時空間変化，基準とする重力値の違

い，測定時の計算手法等の違いに起因する重力変化が含まれ

ている． 

図-2 JGSN2016－JGSN75 
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2.4 今後の方針 

 平成 29 年度は，変換パラメータの JGSN2016 への整合性を高めるため，図-1 に示したデータ空白域

である東北地方の日本海側及び主要離島（沖縄諸島）において，空間密度を補完するよう新たに測定

を行い，重力データを整備する予定である．また，平成 28 年度の重力値推定サービスの利用分布図（図

-3）では，特に三大都市圏の利用が集中している．この地域では，はかり等の校正事業者が多数この

サービスを利用している（独立行政法人製品評価技術基盤機構認定センター，2011）可能性が高く，

より密に重力データを整備し，変換の信頼性を高めることが望ましい．一方で，三大都市圏は地盤振

動などの人工的なノイズが大きく重力測定には不向きな環境であるため，ノイズを含まない良質なデ

ータを得るためには測定点の選定に十分注意する必要がある．例えば，車両や鉄道の往来が少ない主

要幹線沿いから離れた場所で測定する，人や車両の活動時間帯を極力避けるなどの配慮が必要である． 

  

 

図-3 平成 28 年度の重力値推定サービスの利用分布 

 

2.5 変換パラメータの開発状況 

変換パラメータは， 2.で整備した外部データと図-4 に示す処理手順で算出され，最終的には数 km

メッシュの格子データとして提供することを想定している．パラメータは大きく二つの要素から構成

され，一つは地殻変動等による重力点の上下変動と地下の質量分布の変化による過去 40 年間の物理的

な重力値の時空間変化を表現した重力変動モデル（①），もう一つは重力変動モデルでは説明しきれな

い重力値の差，すなわち基準とする重力値の違い及び測定時期や計算処理手法の違いなどに起因する

重力値の差を推定したシステムオフセットモデル（②）で，それぞれのモデルを図示したものが図-5

及び図-6 である．①では，水準測量及び GEONET の観測データから算出した 1970 年から 2015 年ま

での上下変動量及び 1970 年以降の Mw6.0 以上の地震時の質量再配分による重力値の変化も考慮して

いる．これら①及び②の両モデルをクリギング法によって格子化し，結合することで変換パラメータ

が得られる．現段階の試算では，およそ 50μGal の精度で JGSN75 の重力値を JGSN2016 の重力値へ

整合させるパラメータが得られている（宮﨑・松尾，2017）． 
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図-4 変換パラメータの作成手法（案） 

 

   

図-5 重力変動モデル（①）            図-6 オフセットモデル（②） 

 

3. まとめ 

物理測地課では，新旧異なる重力基準網に基づく重力値を相互に変換するためのパラメータ作成に

必要な重力データの整備を行った．平成 28 年度までにほぼ全国をカバーし，宇宙研が開発した試作版

の変換パラメータでは，約 50μGal の変換精度が確認されている．平成 29 年度は残された空白域の重

力データを整備するとともに，宇宙研と協力し，変換パラメータの精度向上に向けた手法の開発に取

り組む． 

 

参考文献 

独立行政法人製品評価技術基盤機構認定センター（2011）：JCG23001-01 JCSS 重力加速度値の使用に

関する技術指針（第 1 版）． 

国土地理院（1976）：日本重力基準網 1975 の設定，測地学会誌，22，2，65-76． 

国土地理院：重力値推定計算サービス，http://vldb.gsi.go.jp/sokuchi/gravity/calc/gravity.pl (accessed 7 Mar. 

2017)． 

宮﨑隆幸，松尾功二（2017）：ジオイドと重力場の時間変化抽出と機構解明に関する研究（第 1 年次），

平成 28 年度調査研究年報，印刷中． 

鈴木弘道（1976）：国際重力基準網 1971 と日本重力基準網 1975，測地学会誌，22，2，112-129． 
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ジオイド・モデルの維持管理に関する研究開発（第 2 年次） 
 

 

実施期間 平成 27 年度～平成 28 年度 

測地部物理測地課 

 

平岡 喜文  佐々木 利行 

重松 宏実  矢萩 智裕 

 

1. はじめに 

地震に伴って地殻変動が生じると，地殻変動量に応じて電子基準点の楕円体高成果及び標高成果が

改定される．この場合，楕円体高成果と標高成果の改定量が等しければ，両者の差から計算される実

測ジオイド高も変わらないため，ジオイド・モデルを変更する必要はない．しかし，楕円体高成果と

標高成果の改定量に乖離が生じると，ジオイド・モデルと実測ジオイド高との間に不整合が生じるこ

ととなり，ジオイド・モデルの更新を検討する必要がある． 

平成 27 年度は，ジオイド・モデルを更新する条件について分類し，更新の基準を定めるために必要

となる定量的な評価方法を提案した（小島ほか，2016）．今年度は，熊本地方及び東北地方太平洋側で

測量成果が改定されたことから，ジオイド・モデルの不整合を把握し，ジオイド・モデル更新の評価

方法の妥当性を検証するとともに，基準点測量及び GNSS 水準測量で求められる標高精度を現行のジ

オイド・モデルで実現できるか検討したので，その結果を報告する．  

 

2. 研究内容 

平成 28 年（2016 年）熊本地震による地殻変動に伴い，熊本県内とその周辺にある電子基準 38 点の

楕円体高成果が改定され，平成 28 年 5 月 19 日及び 6 月 16 日に公表された．そのうち 9 点については，

水準測量結果に基づき標高成果も改定され，平成 28 年 8 月 31 日に公表された．そこで，楕円体高成

果と標高成果の両方が改定された震源断層の周辺にある 7 点について，実測ジオイド高を求めてジオ

イド・モデルとの不整合を把握するとともに，ジオイド・モデルの更新の是非を評価した． 

また，平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震後に続く余効変動により東北地方太平洋沿岸で

は地盤の隆起が継続していたことから，岩手県，宮城県，福島県及び茨城県に設置されている水準点

及び電子基準点の標高成果が水準測量に基づき改定され，平成 29 年 2 月 28 日に公表された．そこで，

標高成果が改定された電子基準点 28 点のうち，宮城県及び岩手県に位置する 19 点について，楕円体

高成果と標高成果から実測ジオイド高を求めてジオイド・モデルとの不整合を把握した．さらに，同

じく標高成果が改定された水準点のうち，宮城県及び岩手県に位置する 11 点においては，平成 28 年

5～6 月に水準点上における GNSS 観測（ジオイド測量）を実施していたことから，電子基準点を既知

点とした GNSS 基線解析により水準点上の楕円体高を求め，改定後の標高成果との差分から測量成果

に基づく実測ジオイド高を求めてジオイド・モデルとの不整合を把握し，先に述べた電子基準点にお

ける結果と合わせてジオイド・モデルの更新の是非を評価した． 

 

3. 得られた成果 

電子基準点の経緯度及び楕円体高成果は，ある基準日（元期）における位置情報である．一方，水

準測量で決定される電子基準点の標高成果は，経緯度及び楕円体高成果ほど明確な基準日を持ってお

らず，観測するたびに更新され，常に現在（今期）の位置情報として管理される位置情報である． 
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電子基準点を既知点として用いた基準点測量では，セミ・ダイナミック補正で今期の値とした電子

基準点の楕円体高成果を固定して新点の楕円体高を計算し，セミ・ダイナミック補正で元期の値に戻

した後にジオイド・モデルから求めたジオイド高を減じて新点の標高成果を求める．このため，新点

の標高成果はあたかも経緯度及び楕円体高成果と同じ元期を持つ位置情報として扱われ，ジオイド・

モデルは元期の楕円体高成果と標高成果から求めた実測ジオイド高との整合が求められる． 

一方，同じく電子基準点を既知点として用いる GNSS 水準測量では，周囲の水準点の標高成果に整

合した標高成果を得る必要があることから，電子基準点の楕円体高成果ではなく，標高成果にジオイ

ド高を加味して得られる楕円体高を計算に使用する．このため，図-1 に示すように，電子基準点にお

ける今期の楕円体高成果と標高成果から求めた実測ジオイド高とジオイド・モデルとの不整合（モデ

ル誤差）の差（ジオイド高較差）が楕円体高閉合差となって潜在的に含まれ，既知点とする電子基準

点の組み合わせによっては，GNSS 水準測量の結果が周囲の標高成果と乖離する場合がある．従って，

GNSS 水準測量の精度確保のためには，ジオイド・モデルは今期の楕円体高成果と標高成果から求め

た実測ジオイド高との整合，また，隣接する電子基準点間のジオイド高較差が小さいことが求められ

る． 

 

 

図-1 GNSS 水準測量におけるモデル誤差と楕円体高閉合差との関係 

 

このように，ジオイド・モデルに求められる要求基準は測量方式により異なることから，実測ジオ

イド高を元期と今期それぞれの場合について計算し，ジオイド・モデルとの不整合を把握し評価した．

なお，今期の楕円体高成果は元期の楕円体高成果にセミ・ダイナミック補正を施して求めた． 

熊本地方では，図-2 に示すとおり，実測ジオイド高の計算に元期の楕円体高成果を用いた場合は，

ジオイド・モデルとの不整合が 6cm 以内となり，平成 27 年度に提案したジオイド・モデルの改定目

安（6.7cm）の範囲内に収まる．このため，基準点測量ではこれまでどおりジオイド・モデルを利用し

て，三角点と整合した標高を得ることができる． 

一方，実測ジオイド高の計算に今期楕円体高を用いた場合は，ジオイド・モデルとの不整合が電子

基準点「千丁」（熊本県八代市）で 8cm となり改定目安を超える．しかし，図-1 で示すとおり，GNSS
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水準測量時の楕円体高閉合差で問題となるのは，既知点となる電子基準点間におけるジオイド高較差

であり，今回調査した電子基準点 7 点については，隣接する電子基準点間で楕円体高閉合差が許容範

囲（15mm√ܵ: ܵは km単位）を超える組み合わせは見られなかった． 

 

図-2 熊本地方におけるジオイド・モデルと実測ジオイド高との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 東北地方におけるジオイド・モデルと実測ジオイド高との比較 

（楕円体高：元期） （楕円体高：今期） 
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東北地方では，実測ジオイド高の計算に元期の楕円体高成果を用いた場合には，ジオイド・モデル

のジオイドとの不整合が牡鹿半島周辺で 30cm に達し，ジオイド・モデルの改定目安を大きく超える

結果となった．原因は，平成 29 年 2 月 28 日に標高成果が改定された際に楕円体高成果が改定されな

かったためであり，不整合の量は標高成果の改定量とよく一致する．電子基準点を既知点とした基準

点測量では，観測時の標高に関する制限は超過しないものの，得られた新点の標高は改定後の水準点

の標高とは乖離する． 

実測ジオイド高の計算に今期楕円体高を用いた場合には，ジオイド・モデルとの不整合は一等水準

点 6864（岩手県大槌町）の 8cm が最大となる．また，不整合は水準路線に沿って南北で緩やかに変化

している．これは，網平均計算した際に南北でそれぞれ固定した水準点間で標高変動に差が生じてい

たためである．しかし，GNSS 水準測量において，実測ジオイド高とジオイド・モデルとの不整合に

より，隣接する電子基準点間で楕円体高閉合差が許容範囲を超えることが懸念される組み合わせは見

られなかった． 

 

4. 結論 

平成 28 年度は熊本地方及び東北地方太平洋側で測量成果が改定されたことから，ジオイド・モデル

の不整合を把握し，平成 27 年度に整理したジオイド・モデル更新の評価方法を検証するとともに，基

準点測量及び GNSS 水準測量で求められる標高精度を現行のジオイド・モデルで実現できるか評価し

た． 

その結果，ジオイド・モデルとの不整合を評価する際には，測量方式により元期と今期それぞれの

楕円体高成果を区別して実測ジオイド高を求める必要があること，また，GNSS 水準測量の場合には，

ジオイド・モデルの不整合よりも，隣接する電子基準点間における不整合の差がジオイド・モデル更

新の判断時に重要であることが明らかとなった． 

さらに，東北地方では，元期の楕円体成果を用いて計算された不整合が，平成 27 年度に提案したジ

オイド・モデルの改定目安を大きく超え，電子基準点を既知点として用いる基準点測量では，得られ

る新点標高が改正後の水準点の標高と乖離することが明らかとなった．この問題については，三角点

等と水準点との標高成果の整合性の観点から，標高体系のあり方と合わせた議論が必要である． 

 

参考文献 

小島秀基，宮原伐折羅（2016）：ジオイド・モデルの維持管理に関する研究開発，平成 27 年度調査研

究年報，24-25． 
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広帯域 MT 連続観測に関する共同研究（第 2 年次） 
 

         

実施期間 平成 27 年度～平成 28 年度 

測地部物理測地課 

 

菅原 安宏  高橋 伸也 

矢萩 智裕 

 

1. はじめに 

国土地理院は，東京大学地震研究所と共同研究の協定を締結し，広帯域 MT（地磁気地電流法：

Magnetotelluric）連続観測に関する共同研究を平成 27 年 10 月から平成 29 年 3 月にかけて実施した． 

 

2. 研究内容 

国土地理院は，地震活動又は地殻変動と関連した比抵抗（地下における電流の流れにくさ）の変化

の検出及び日本全国の比抵抗構造を解明する学術研究の推進を目的とし，東京大学地震研究所との共

同研究協定を締結し，江刺観測場で平成 27 年 10 月から平成 29 年 3 月にかけて MT 連続観測を実施し

た． 

江刺観測場では，昭和 55 年（1980 年）の設立以降，短周期（～1 秒）の電磁場観測を継続して実施

しており，平成 8 年以降は広帯域 MT 連続観測装置を導入して電磁場を連続観測している（佐藤ほか，

2003）．この電磁場を観測することで，地殻浅部から深部までの比抵抗を推定できる．また，地殻の比

抵抗は構成する岩石の種類だけでなく，含水率によって大きく変化するため，地表での電磁場観測か

ら間接的に地殻内流体の動きを推定できる．地殻内の流体は，内陸地震発生に関与しているといわれ

ており，これまでの研究事例から共通して，（1）地殻中部に顕著な低比抵抗異常が存在すること，（2）

地震の震源は，低比抵抗/高比抵抗の境界の特に高比抵抗側に多く分布している，という特徴が見出さ

れている（例えば，Ogawa et al.,2001 ; Mitsuhata et al.,2001）．この特徴はある時点における比抵抗構造

から見出された結果であり，時間変化の情報は含まれていないことから，地殻内流体の動きを長期間

モニタリングすることは重要である． 

一方，大学や研究機関等では，比抵抗構造を解明するため，日本全国で地殻比抵抗構造調査を実施

している．江刺観測場で取得したデータは，この調査の参照点として，局所的な人工ノイズを除去す

ることに利用され，比抵抗構造の品質向上に貢献している． 

 

3. 得られた成果 

平成 8 年に導入した MT 連続観測装置は，平成 27 年 2 月から観測機器に不具合が生じ長期間にわた

って観測が停止していた．本共同研究の中で，観測の安定化を図るため観測機器の改造を実施し，平

成 28 年 9 月に観測を再開した．これにより，地震活動や地殻変動等に伴う比抵抗変化検出の体制が整

い，参照点としての役割も果たせることとなった．観測の再開以降，江刺観測場周辺を震源とする

M5.0 以上の大きな地震が発生しなかったため，これまでのところ比抵抗変化は検出されていない．今

後は，江刺観測場周辺の電磁場環境，接地条件等の外的要因の変化を排除又は軽減しつつ，取得した

データの長期安定性の評価を行いながら，引き続きモニタリングしていきたい． 

 

4. 結論 
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平成 27 年 2 月から長期間にわたり観測が停止していた江刺観測場の MT 連続観測装置の改造を実施

し，平成 28 年 9 月に観測を再開した．取得したデータは，比抵抗構造調査の参照点として，局所的な

人工ノイズを除去することに利用され，比抵抗構造の品質向上に貢献している．観測再開後，江刺観

測場周辺において地震活動や大きな地殻変動がなかったため，これまでのところ比抵抗変化は検出さ

れていないが，今後も引き続きモニタリングを継続していく． 

 

参考文献 

Mitsuhata, Y., Y.Ogawa, M.Mishina, T.Kono, T.Yokokura and T.Uchida (2001): Electromagnetic heterogeneity 

of the seismic region of 1962 M6.5 Northern Miyagi Earthquake, northeastern Japan, Geophys.Res.Lett., 28, 

4371-4374. 

Ogawa, Y., M.Mishina, T.Goto, H.Satoh, N.Oshiman, T.Kasaya, Y.Takahashi, T.Nishitani, S.Sakanaka, 

M.Uyeshima, Y.Takahashi, Y.Honkura and M.Matsushima (2001): Magnetotelluric imaging of fluid in 

intraplate earthquake zone, NE Japan back arc, Geophys.Res.Lett., 28, 3741-3744. 

佐藤秀幸，湯通堂亨，門脇俊弘，石原操，藤原智（2003）：広帯域 MT 固定連続観測システムを用いた

地殻比抵抗モニタリング，国土地理院時報，101，23-32． 
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VGOS に関する研究開発（第 3 年次） 
 

 

実施期間     平成 26 年度～平成 28 年度 

測地部宇宙測地課  若杉 貴浩  梅井 迪子 

豊田 友夫  石本 正芳 

川畑 亮二  宮原 伐折羅 

 

1. はじめに 

国際的な VLBI 観測のとりまとめを行う機関である国際 VLBI 事業（以下「IVS」という．）は，地

球規模で起こる地震，津波，火山噴火，海水面変動，洪水などの自然災害に対応するための，より高

精度な VLBI 観測網を構築することを目的として，新たな国際 VLBI 観測の標準として「VGOS（当初

VLBI2010，のち名称変更）」を決定した．これは直径 12m 級で毎秒 12 度で回転する高速駆動アンテ

ナ及び広帯域周波数対応の受信システムを用いて，①1mm の精度での局位置決定，②24 時間 365 日

の連続 VLBI 観測，③24 時間以内の解の算出を目指すものである． 

平成 28 年度は，石岡 VGOS アンテナを用いて 24 時間測地 VLBI 観測を定常的に実施した．加えて，

平成 29 年からは，つくばに替わり，得られた測地解に基づいて地球自転角（速度）の揺らぎ dUT1 を

求める Intensive 観測に参加を開始した．また，広帯域の受信周波数を記録する試験観測に参加し，海

外観測局とのシステムの互換性を確認した． 

 

2. 研究内容 

2.1  石岡 VGOS アンテナを用いた定常国際観測 

平成 25 年度末に VGOS 対応アンテナが茨城県石岡市の石岡測地観測局に完成し，試験観測を経て

平成 27 年度から 24 時間測地 VLBI 観測を定常的に実施している．今年度は引き続き既存観測局との

相互位置関係を決定するための 24 時間測地 VLBI 観測を実施したほか，地球自転を精密に計測するた

めの Intensive 観測にも参加を開始した．今年度に実施した観測を表-1 に示す． 

 

表-1 石岡局で実施した 24 時間測地 VLBI 観測及び Intensive 観測 

観測名 実施回数 目的 

R1 33 観測局位置，地球回転，電波星位置 

AOV 2 観測局位置，プレート運動， 

アジア・オセアニア地域の基準座標系 

APSG 1 プレート運動 

INT 75（試験観測含む） 地球自転計測 

 

2.2  e-VLBI 技術を活用した迅速地球姿勢パラメータ計測 

国土地理院では，平成 19 年度からつくば局において，情報通信研究機構（以下「NICT」という．）

の鹿島観測局，スウェーデン国 Chalmers 工科大学の Onsala 観測局，フィンランド国 Aalto 大学の

Metsähovi 観測局と協力して e-VLBI 技術を活用した迅速地球自転計測の実験（Ultra-rapid dUT1 実験）

を実施してきた．平成 23～26 年度はオーストラリア国の Hobart 観測局及び南アフリカ共和国の
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HartRAO 観測局を加え，4 局 6 基線の観測網において地球姿勢パラメータ（以下「EOP」という．）を

推定するための観測を実施した． 

今年度は，昨年度に引き続き，アジア・オセアニア地域の VLBI 連携を促進するための AOV

（Asia-Oceania VLBI Group for Geodesy and Astrometry）のもとで行う観測において，国土地理院のつ

くば局及び石岡局，Hobart 観測局と Ultra-rapid 実験を実施した．東西基線長が短いため，迅速地球自

転計測への貢献は限定的であるものの，システムの動作・互換性の確認，体制の構築に貢献した． 

 

2.3  石岡局における広帯域受信試験観測 

VGOS の特徴の一つとして，広帯域周波数（3GHz～14GHz）受信システムが挙げられる．これは，

1 チャンネルあたりの帯域幅を拡張するとともに，10GHz にわたる広帯域のバンド幅合成を行うこと

により，局位置の決定精度を向上することを目的とした仕様である．VGOS の仕様を満たす観測技術

や相関処理技術は現在開発の途上にあり，選択肢となりうる優位性の高い技術が複数あるため，各国

の VGOS 対応局の間で広帯域受信試験が進められている．石岡局でも昨年度，NICT の鹿島観測局と

広帯域受信試験を実施したが，今年度は，石岡局では初となる海外観測局との広帯域受信試験を実施

した．定常国際観測用の観測システムから，広帯域受信系のシステムへ切り替えを行った上で，現在

IVS のもとで検討が行われている 2 種類の観測様式の双方で試験観測を行った．一つは，オーストラ

リア国 Hobart 観測局及び NICT 鹿島観測局との試験観測（1 チャンネルモード）で，もう一つは，IVS

が主導する試験観測（多チャンネルモード）である．これらの試験観測の諸元を表-2 に示す． 

 

表-2 広帯域受信試験の観測諸元 

観測様式 1 チャンネルモード 多チャンネルモード 

セッション名 HK16222 VGT003, VGT004, VGP001 

参加局（石岡を除く） 鹿島，Hobart（オーストラリア） 
GGAO，Kokee，Westford（アメリカ），

Yebes（スペイン），Wettzell（ドイツ） 

中心周波数 4360, 5112, 9960, 12860 MHz 3240.4, 5480.4, 6600.4, 10440.4 MHz 

帯域幅 1024 MHz 512 MHz 

1 バンドあたりの 

チャンネル数 
1 ch 16 ch 

 

3. 得られた成果 

3.1 石岡 VGOS アンテナを用いた定常国際観測 

これまでに実施した定常的な 24 時間測地 VLBI 観測で得られたつくば－石岡間の基線長を図-1 に示

す．推定した基線長の WRMS は 2.68 mm であり，安定した観測を実施できたことが示された． 

これらの測位解の時系列から，2017 年 1 月 1 日におけるつくば局に対する石岡局の相対位置を X 方

向に−2,226,595 mm，Y 方向に−13,403,266 mm，Z 方向に 9,547,960 mm と推定した．地球自転を計測す

る Intensive 観測の解析に必要となる石岡局の日々の座標値には，つくば局の座標時系列から推定した

局位置に，つくば－石岡間の相対位置の推定値を加味して求めた座標値を用いており，これまでつく

ば局で得られていた dUT1 と整合的な結果を得ている． 
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図-1 24 時間測地 VLBI 観測で推定したつくば－石岡間の基線長（縦軸の 0 は基線長 16,606,290mm） 

 

3.2  e-VLBI 技術を活用した迅速地球姿勢パラメータ計測 

AOV 観測においてつくば局及び石岡局，Hobart 局を用いた Ultra-rapid 実験を実施した．プログラム

により各観測局からつくば相関局へのデータ転送，データ変換，相関処理，バンド幅合成まで一連の

処理が全て自動で実施され，自動解析システムの安定性が確認された． 

 

3.3  石岡局における広帯域受信試験観測 

観測様式の異なる 2 種類の広帯域受信試験観測において，ともにフリンジ（観測データを相関処理

した際に，相関強度が最大となることを示すピーク）が検出できた（図-2）．石岡局の広帯域受信系と

しては，初めての海外観測局との間のフリンジである．すなわち，海外観測局と同一の観測仕様で記

録が行われたことを示しており，海外観測局との観測システムの互換性が確認された．来年度も VGOS

観測技術の確立に向けて，IVS の広帯域受信試験に参加する予定である． 

 

 

図-2 HK16222 で検出された石岡－Hobart 間のフリンジ（NICT 及び Hobart 観測局提供） 
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4. 結論 

24 時間測地 VLBI 観測を定常的に実施し，つくば－石岡間の相対位置関係を推定した．この結果に

基づいて石岡局の日々の座標値を推定し，つくば局に替わり地球自転を計測する Intensive 観測を開始

した．また，広帯域受信試験観測を行い，海外観測局との観測システムの互換性を初めて確認するこ

とができた． 

来年度以降は，つくば局の後継として石岡局で引き続き 24 時間測地 VLBI 観測及び Intensive 観測

を実施する．また，世界各国の VGOS アンテナとの間で広帯域受信試験観測を行い，VGOS 観測技術

の確立に向けた研究開発を引き続き実施する．加えて，広帯域データ相関ソフトウェアを導入し，広

帯域データの相関処理の試験を開始する． 

 

参考文献 

FUKUZAKI,Y., K.WADA, R.KAWABATA, M.ISHIMOTO and T.WAKASUGI (2015):Implementation of 

Ishioka VGOS Station, Bulletin of the GSI, Vol.63, 7-11. 

HOBIGER, T., T.OTSUBO, M.SEKIDO, T.GOTOH, T.KUBOOKA and H.TAKIGUCHI (2010): Fully 

automated VLBI analysis with c5++ for ultra-rapid determination of UT1, Earth Planets Space, 62, 933-937. 

WAKASUGI,T. and T.HARA (2017): Tsukuba VLBI Analysis Center,International VLBI Service for Geodesy 

and Astrometry 2015+2016 Biennual Report. 
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超長基線干渉計による高度測地観測に関する共同研究（第 17 年次） 
超長基線電波干渉計による高度測地観測に関する共同研究（第 1 年次） 
超長基線電波干渉計による高精度観測に関する共同研究（第 12 年次） 
超長基線電波干渉計による高精度観測に関する共同研究（第 10 年次） 

VLBI による高度測地観測に関する共同研究（第 3 年次） 
 

 

 実施期間 平成 12 年度～平成 28 年度（国立天文台） 

 平成 28 年度～平成 30 年度（情報通信研究機構） 

 平成 17 年度～平成 28 年度（筑波大学） 

 平成 19 年度～平成 28 年度（宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所） 

 平成 26 年度～平成 28 年度（大阪府立大学） 

 測地部宇宙測地課  石本 正芳  若杉 貴浩 

 豊田 友夫  梅井 迪子 

 川畑 亮二  宮原 伐折羅 

 

1. はじめに 

国土地理院では，国立天文台，情報通信研究機構（以下「NICT」という．），筑波大学，宇宙航空

研究開発機構宇宙科学研究所（以下「JAXA/ISAS」という．）及び大阪府立大学と共同研究協定を締

結し，超長基線電波干渉計（以下「VLBI」という．）による高度測地観測及び高精度観測に関する研

究を実施している．平成 28 年度は，各共同研究協定に基づき，測地 VLBI 観測，VLBI 観測システム

の技術開発及び高精度化等の研究を実施した． 

 

2. 研究内容 

2.1 測地 VLBI 観測（国立天文台，NICT，JAXA/ISAS 及び大阪府立大学との共同研究） 

国土地理院は，日本の測地基準座標系の維持・管理及び日本周辺のプレート運動の監視を目的とし，

国立天文台及び NICT と協力して，AOV 観測及び IVS-T2 観測を実施した．AOV 観測は，平成 26 年

に新たに設立されたアジア・オセアニア VLBI グループ（AOV）によって平成 27 年から開始された国

際 VLBI 共同観測である．観測の目的は，アジア・オセアニア地域の測地基準座標系の維持・管理，

プレート運動の監視であることから，国土地理院は従前の国内 VLBI 観測（JADE 観測）に代わって日

本の測地基準座標系の維持・管理及び日本周辺のプレート運動の監視を行うものとして，積極的に観

測に参加している．IVS-T2 観測は，国際 VLBI 事業（IVS）が地球基準座標系（ITRF）の維持を目的

として行っている観測であり，国内の観測局の ITRF における位置の決定において最も適切な観測で

ある． 

また，JAXA/ISAS，大阪府立大学の VLBI 観測局の ITRF における精密な局位置を求めるため，それ

ぞれの観測局とつくば局との間で測地 VLBI 観測を実施した．なお，大阪府立大学の観測局は，国土

地理院の新十津川局にあった 3.8m アンテナを大阪府立大学に移設して観測システムを構築しており，

今回の観測は，移設後に初となる測地 VLBI 観測である．ただし，大阪府立大学では，S 帯で人工電波

の混信対策を行っていないため，S 帯の信号は使用できず，X 帯のみで観測を実施した．これらの観

測について，各観測局の観測状況を表-1 に示す． 
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表-1 平成 28 年度の各観測局の観測実績 

観測名 参加局 観測名 参加局 

AOV007 Ts, K1, Kg IVS-T2110 Ts, K1, Kg, Vm 

AOV008 Ts, Kb, Vm IVS-T2112 Ts, K1, Kg, Vm 

AOV009 Ts, Is, K1 IVS-T2113 Ts, K1, Kg, Vm 

AOV010 Ts, Is, K1, Kg, Vm IVS-T2114 Ts, K1, Kg 

AOV011 Ts, K1, Kg, Vm IVS-T2115 Ts, K1, Kg, Vm 

AOV012 Ts, K1, Kg, Vm JX1601 Ts, Ud 

IVS-T2109 Ts, K1, Kg, Vm opu001,002,003 Ts, Op 

（Ts: つくば，Is: 石岡，Vm: 水沢，Kb: 鹿島 34m，K1: 鹿島 11m，Kg: 小金井，Ud: 臼田，Op: 大阪府立大）  

 

2.2 VLBI 観測システムの技術開発及び高精度化 

2.2.1 広帯域用観測装置の機器調整（NICT との共同研究） 

石岡局に導入した広帯域観測用の受信機，周波数変換装置であるアップダウンコンバータ，及びサ

ンプラーのうち，今年度は，NICT の協力のもと，受信機とアップダウンコンバータの動作確認を行っ

た．石岡局に導入した二種類の広帯域受信機の給電部（フィード）のうち QRFH（Quadruple-Ridged 

Flared Horn）では，太陽からの強い電波しか受信できないことから原因を調査した結果，フィードの

取付け位置が適当でないことが判明したため，昨年度に取付け位置の調整を行った．今年度は，調整

後の QRFH の受信性能を測定した．また，アップダウンコンバータの機器調整が終了したため，動作

確認を行った． 

2.2.2 石岡局における広帯域試験観測（NICT との共同研究） 

NICT の協力のもと，石岡局では初となる海外局との広帯域試験観測を実施した．広帯域試験観測

は，現在 IVS のもとで検討が行われている二種類の観測様式の双方で実施した．一つは，バンド幅

1GHz の信号を 1ch（2Gsps）でサンプリングする方式の試験観測をオーストラリア国 Hobart 観測局及

び NICT 鹿島局との間で実施した．もう一つは IVS が主導する試験観測で，バンド幅 512MHz の信号

を 16ch（1ch あたり 2bit，64Msps，トータル 2Gsps）でサンプリングする方式で実施した．なお，フィ

ードには，QRFH を使用し，前者では NICT が開発したサンプラー，後者では国土地理院が所有する

アップダウンコンバータ及び従来観測用のサンプラーを使用した． 

2.2.3 光結合による大学 VLBI 連携観測（国立天文台及び筑波大学との共同研究） 

つくば局は，筑波大学のアンテナオペレーションにより，国立天文台を中心に実施する光ネットワ

ークでデータ通信を行う大学 VLBI 連携観測を 7 回（X 帯 5 回，K 帯 2 回）実施した． 

 

3. 得られた成果 

3.1 測地 VLBI 観測 

これまでに実施した AOV 観測，IVS-T2 観測を含む測地 VLBI 観測データの解析から把握した国内

観測局の座標値の変化を図-1 に示す．平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震後の余効変動が現

在も広い範囲で継続していることを把握できた． 

また，大阪府立大学に移設した 3.8m アンテナとつくば局との VLBI 観測の結果，4mm 程度と新十

津川局における VLBI 観測で得られていた精度と同程度で基線長が求められた（図-2）．X 帯のみの

観測であることを考慮すると良好な成果が得られたと判断できる．なお，JAXA/ISAS との観測の解析
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処理については，来年度に実施する予定である． 

 

 

図-1 東北地方太平洋沖地震後の測地 VLBI 観測から得られた，国内観測局の ITRF2008 に対する座標値の変

化（左からつくば，鹿島 34m，水沢．水沢のみ地震時の変動が大きいため縦軸スケールが異なる．） 

 

 

図-2 つくば局と大阪府立大との VLBI 観測で得られた基線長（大阪府立大学記者発表資料より） 

 

3.2 VLBI 観測システムの技術開発及び高精度化 

3.2.1 広帯域用観測装置の機器調整 

石岡局の広帯域観測用フィード QRFH について，受信感度を示す SEFD（システム等価フラックス

密度，値が小さいほど感度が高い）の測定を行った．昨年度は，石岡局に導入したもう 1 つのフィー

ド（Eleven Feed）を用いて同様の測定を行っているため，結果をあわせて図-3 に示す．Eleven Feed で

は，12GHz 以上の高周波帯で SEFD が増加するが，QRFH では，3GHz～14GHz の全ての周波数帯で

1500～3000Jy の範囲にあることから，石岡局では，広帯域観測に QRFH を使用することとした． 

広帯域観測用に新たに導入したアップダウンコンバータの試験として，石岡局とつくば局間，石岡

局と NICT の観測局間で試験観測を実施した．双方の観測においてフリンジ（観測データを相関処理

した際に，相関強度が最大となることを示すピーク）が検出されたことから，アップダウンコンバー

タの正常動作が確認された． 
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図-3 石岡局における SEFD 測定結果（左：Eleven Feed 使用時，右：QRFH 使用時）．Eleven Feed では，低周

波数に大きな値が見られるが，QRFH では 3GHz 以下の信号をフィルターで除去している． 

 

3.2.2 石岡局における広帯域試験観測 

観測様式の異なる二種類の広帯域試験観測において，ともにフリンジが検出されたことで，石岡局

に導入した装置と海外観測局の装置の互換性が確認された．来年度は，現在調整中の国土地理院が広

帯域観測用に導入したサンプラーを用いて NICT と共同で広帯域試験観測を実施する予定である． 

3.2.3 光結合 VLBI 観測 

つくば局が参加した 7 回（X 帯 5 回，K 帯 2 回）の大学連携 VLBI 観測の結果は，大学 VLBI 連携

によって電波源の位置や構造等の把握に貢献した．なお，平成 28 年 12 月でつくば局の運用が終了し

たことに伴い，来年度以降の光結合 VLBI 観測は実施しない． 

 

4. まとめ 

平成 28 年度は，国立天文台，NICT，筑波大学，JAXA/ISAS 及び大阪府立大学との共同研究協定に

基づき，測地 VLBI 観測，VLBI 観測システムの技術開発及び高精度化等の研究を実施した． 

測地 VLBI 観測では，AOV 観測及び IVS-T2 観測に，国立天文台の VERA 水沢局，NICT の鹿島 11m

アンテナ，小金井 11m アンテナ及び鹿島 34m アンテナが参加した．また，局位置の決定のため，

JAXA/ISAS の臼田局及び大阪府立大学の観測局が，つくば局との間でそれぞれ測地 VLBI 観測を実施

した． 

VLBI 観測システムの技術開発及び高精度化の研究として，石岡局に導入した広帯域観測用フィー

ドの受信性能の測定及びアップダウンコンバータの動作確認を行った．その後，これらを用いて石岡

局で初めての海外局との広帯域試験観測を実施した．その結果，フリンジが検出されたことから，こ

れらの装置と海外局との互換性が確認された． 

来年度は，つくば局が運用を終了したことから，石岡局において定常的な VGOS 観測への移行に向

けた VLBI 観測システムの技術開発及び高精度化等の研究を実施する．なお，5 件の共同研究のうち，

NICT を除く 4 件は今年度で期間満了となる．筑波大学との共同研究は，つくば局を用いた研究であ

るため今年度で終了となる．それ以外の機関との共同研究については，石岡局での課題解決のために

必要であることから，延長あるいは新たな協定を締結して継続する予定である． 

 

参考文献 

大阪府立大学：大阪府内初！国土地理院と共同で電波望遠鏡を用いた精密測量を達成，
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干渉 SAR 成果の利用拡大に関する研究開発（第 3 年次） 
 

 

実施期間 平成 26 年度～平成 30 年度 

測地部宇宙測地課 三浦 優司  撹上 泰亮 

関口 茉莉子 本田 昌樹 

仲井 博之  宮原 伐折羅 

 

1. はじめに 

測地部宇宙測地課では，陸域観測技術衛星「だいち 2 号」に搭載された合成開口レーダー（SAR）

のデータを使用して，特定の地域を限定せず，日本全国を網羅的に SAR 干渉解析（以下「全国 SAR

干渉解析」という．）し，地震・火山・地盤沈下・斜面変動をはじめとした様々な地盤変動の抽出に取

り組んでいる．本稿では，「全国 SAR 干渉解析による見逃しのない監視を進めるための解析結果のメ

ール通知機能の実装」と「全国 SAR 干渉解析によって検出された変動について詳しく解析し，現象の

解釈を検討した西之島の事例」について報告する． 

 

2. 解析結果のメール通知機能の実装 

2.1 取組の概要 

これまでの取組によって，日本全国を網羅的に解析した SAR 干渉画像を地理院地図上に表示し，地

図・空中写真等と重ね合わせて表示できるウェブサイト（以下「地理院 SAR マップ内部ページ」とい

う．）を構築し，地殻・地盤変動の監視に活用している（三浦ほか，2016）． 

SAR干渉画像は，だいち 2号の観測データから国土地理院が開発した解析ソフトウェア（新 GSISAR）

を用いて複数の担当者が解析作業を実施することにより得られる．その後，得られた SAR 干渉画像の

タイルデータを解析サーバから Web サーバへ移し，地理院 SAR マップ内部ページに反映する．反映

作業が終わったら，担当者が画像の判読作業を実施し，有意な変動と考えられる位置に所定のアイコ

ンを付与し，判読した変動情報を国土地理院の関係者に共有するとともに，必要に応じて議論し，各

種資料として整理する．上記の作業での課題として，下記が挙げられる． 

・解析処理終了後，院内関係者に SAR 干渉画像の情報が共有されるまでの間に担当者による判読

作業に時間を要するため，SAR 干渉解析の結果が迅速に共有されない． 

・全国 SAR 干渉解析では膨大な SAR 干渉画像が得られるため，解析された SAR 干渉画像がどれ

なのか，担当者以外に区別が難しい． 

特に，火山地域での SAR 干渉画像は，現在生じている火山活動の理解において重要であることから，

SAR 担当者以外の院内関係者との迅速な共有が必要である．上記の課題を解決するため，SAR 干渉画

像を地理院 SAR マップ内部ページに反映するとともに迅速に関係者に展開するメール通知機能の開

発を検討し，実装することとした． 

2.2 メール通知の方法 

地理院地図には，共有機能があり，リンクの URL を共有することで対象の SAR 干渉画像を表示す

ることが可能である．リンクの URL を用いれば，サイズの大きな画像を添付することなく，解析結果

を共有することが可能であり，メールボックスの容量の圧迫を避けることができる．上記の理由から

地理院地図のリンク機能である URL をメール本文に記載する方式を採用した． 

リンクの URL を作成するためには，フォーマットに沿った数値等を用意する必要がある．特に，緯
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度・経度・ID（タイルデータの格納先）の情報については，解析の地域と時期によって変わるため，

解析用の設定ファイルから自動抽出して作成する形式とした． 

メールによる通知は，毎日 1 回（朝 7 時 30 分：2017 年 2 月現在），国土地理院内の関係者に行われ

る．関係者は，メール本文にあるリンク先をクリックすると，地理院地図をベースとした地理院 SAR

マップ内部ページが立ち上がり，最新の SAR 干渉画像を確認することができる（図-1）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 得られた効果 

メール通知機能を実装することにより下記の効果が得られている． 

・解析結果を迅速に関係者で共有することで，複数の視点で解析結果を確認できるようになった． 

・迅速な共有によって，解析時の誤りを早期に発見できるようになった． 

・解析結果を関係者で共有することで，SAR 干渉画像に見られる位相変化に関する議論が促進さ 

れ，変化の原因の特定，画像から得られる情報に対する担当者の理解の向上につながっている． 

 

3. 西之島における詳細な解析 

3.1 取組の概要 

全国 SAR 干渉解析によって検出された西之島の地表面変動について，詳細な解析を追加で実施

し，変動の要因について調査を行った（三浦ほか, 2016）．調査の目的には，下記の 2 点が挙げられ

る． 

・2013 年 11 月に噴火が確認されて以降，西之島には地上観測機器はほとんど設置されておらず，

西之島で生じている地表面変化に関する主な議論は上空からの観測に基づいて行われている．特

に，詳細な地表面変動の検出は，干渉 SAR が最も有力なツールであり，だいち 2 号のデータを

用いた SAR 干渉解析による上空からの面的な地表の監視は，西之島の詳細な地表面変動を検出

することができる唯一の技術で，火山活動の評価に重要である． 

・明瞭な変動の検出された西之島を対象に，SAR 干渉画像の位相値を変動量に変換したアンラッ

プ画像の作成，2.5 次元解析による沈降量の算出を行うことで，視覚的に分かりやすい表現方法

の検討につながる． 

3.2 アンラップ処理 

SAR 干渉解析によって得られた位相変化は，−πから+πの位相値で表現されているため，積算の変

化量を得るためには，アンラップという処理を経て位相値から変化量に変換する必要がある．アンラ

ップ処理では位相値を積算して変化量に変換するが，隣接ピクセルとの位相値の差がπを超える場合

には，位相の不確定を含むこととなって積算値に誤差が生じる．こうした誤差を解消するためには，

InSAR results on 20170301 by GSI InSAR Analysis Team (GSAT) 

・・・ 

regular_p130_20161117_20170223_u07r 

http://*********/~gsimaps/gsimaps/#9/32.90135/131.19262/&base=std&base_grayscale=1&ls=std%7Cregular_p130

_20161117_20170223_u07r%2C1.0&blend=1&disp=11&vs=c1j0|0u0&d=v 

regular_p128_20161121_20170227_u08r 

http://*********/~gsimaps/gsimaps/#9/34.62080/134.95981/&base=std&base_grayscale=1&ls=std%7Cregular_p128

_20161121_20170227_u08r%2C1.0&blend=1&disp=11&vs=c1j0|0u0&d=v 

図-1 送付されるメール文（抜粋） 
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πを超える位相不連続が生じたピクセル間では積算を行わないように，マニュアルで作業を行う必要

があるが，こうした作業には莫大な時間を要するため，多数の画像を解析する全国 SAR 干渉解析では

アンラップ処理した画像は作成していない．アンラップ処理した画像には，以下のメリットがある． 

・SAR 干渉画像は，位相値で表現されるため，変動情報は虹色の位相変化で表現する必要があるが，

アンラップ画像では，変化量を赤青の 2 値や等高線等，理解しやすい表現が可能． 

・変化量に換算されているため，変動源モデルの計算などその後の計算にも活用できる． 

そのため，アンラップ画像では，作業に時間は要するものの，ユーザに分かりやすい形で解析結果

を表示が可能となる．また，高さ方向と東西方向に変動量を分離する 2.5 次元解析や断層モデルを推

定する際にもアンラップ処理は必須である．そこで，西之島で把握された変動についても，SAR 干渉

画像をアンラップ処理し，遠ざかる変動を濃色とした解析結果を作成した（図-2）．さらに，アンラッ

プ処理した画像を用いて，第 7 火口の南東側で局所的に大きな沈降が発生した領域（A 点）と顕著な

沈降がない領域（B 点）を比較するグラフを作成し，時系列変化の比較を行った（図-3）．A 点と B 点

を比較した結果，A 点では，2016 年 3 月～5 月の期間に B 点と比べて有意に大きな衛星から遠ざかる

変動が見られた．その後の 2016 年 6 月以降は，A 点と B 点で同程度の変位が見られている．この比

較からは，2016 年 3 月～5 月にかけて第 7 火口の南東側で局所的に大きな沈降が発生したと考えられ，

「地下にあった溶岩のドレインバックによる地下収縮が 2016 年 7 月までに起こったものと考えられ

る」とする国土地理院（2016）のコメントとも調和的な結果である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 2.5 次元解析 

解析期間が近い北行軌道と南行軌道の SAR 干渉画像について，同様にアンラップ処理を行った画

像を用いて，2.5 次元解析（Fujiwara et al., 2000）を実施して準上下成分の変動量を算出した（図-4）． 

2015/11/08-2016/02/14（北行軌道）と 2015/11/14-2016/02/20（南行軌道）の画像を用いた 2015 年 11

月～2016 年 2 月の約 3 ヶ月間の結果からは，下記が明らかになった． 

・2015 年 11 月から 2016 年 2 月の約 3 ヶ月に最大約 25cm 程度の沈降があった． 

・沈降の範囲は 2015 年 7 月末以降に流出した溶岩堆積地域とほぼ一致しており，冷却による収縮

が考えられる． 

また，その後の 2015/02/14-2016/06/05（北行軌道）と 2016/02/20-2016/05/28（南行軌道）の画像を用

いた 2016 年 2 月～2016 年 5 月の約 3 ヶ月間の結果からは，下記が明らかになった． 

・2015 年 11 月～2016 年 2 月に見られた沈降域の面積は減少した． 

A 点 

B 点 

図-2 アンラップ処理した SAR 干渉画像 

（2016/02/20-2016/05/28） 

-80 

図-3  A 点と B 点の時系列変化 

    （マイナス：衛星から遠ざかる方向） 

衛星－地表視線方向の  
変位量 [cm] 
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・2016 年 2 月～2016 年 5 月の限定的な期間に，第 7 火口の南東約 200m の場所を中心に局所的に同

心円状で最大 40cm ほどの沈降が見られた．これは，上述した 2016 年 3 月～5 月にかけて第 7 火

口の南東側で局所的に生じた現象と考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. まとめ 

全国 SAR 干渉解析で得られた SAR 干渉画像を迅速かつ抜けなく共有するために，メールでの自動

通知機能を実装した．メールでの自動通知には地理院地図の URL を用いたリンクを活用した．画像フ

ァイルを添付することなく，SAR 干渉解析結果をお知らせすることができることから，メールファイ

ルの容量を圧迫することなく解析結果の共有が可能である． 

西之島の詳細な解析を実施し，現象の解釈と表示方法を検討した．アンラップ処理後の画像から，

2016 年 3 月～5 月にかけて第 7 火口の南東側で局所的な大きな沈降が発生したことが分かった．また，

2.5 次元解析を実施し，第 7 火口の南東側での局所的な沈降は最大約 40cm と推測された． 

宇宙測地課では，引き続き全国 SAR 干渉解析を実施し，国土全域を着実に SAR 干渉解析するとと

もに，地理院地図を活用した分かりやすい情報提供に取り組んでいく． 
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図-4 2.5 次元解析から算出した 2015 年 11 月～2016 年 5 月の西之島の準上下成分の変動 

-57-


	2-1_場所情報コードの位置情報サービスへの応用に関する共同研究（第4年次）
	2-2_電子基準点データによる水準点の標高変動補正の検証
	2-3_水準測量の精度向上の研究
	2-4_地磁気時空間モデルを用いた磁気図作成とその公開についての検討
	2-5_重力基準網の更なる高度化と基盤データの有効活用に関する調査
	2-6_ジオイド・モデルの維持管理に関する研究開発(第2年次)
	2-7_広帯域MT連続観測に関する共同研究（第2年次）
	2-8_VGOSに関する研究開発（第3年次）
	2-9_VLBI共同研究
	2-10_干渉SAR成果の利用拡大に関する研究開発（第3年次）
	空白ページ



